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Ⅰ 調査概要 

 

 １．調査目的 

これまでの「横浜みどりアップ計画」での取組の成果を踏まえ、2024（令和６）年度以降に

取り組む「これからの緑の取組[2024-2028]」の素案について、アンケート方式及び公募型

の市民意見を募集し、その結果を取組策定の基礎資料として活用することを目的とする。 

 

 ２．調査実施期間 

  株式会社ジャンボ 

 

 ３．調査の実施時期 

  令和４年 12 月 23 日から令和５年１月 31 日 

 

 ４．調査方法 

  （１）個人用・法人用アンケート調査 

  調査票を郵送、インターネットまたは郵送による回答 

  （２）公募型市民意見 

  各区役所・市民情報センター・行政サービスコーナー等による配布、 

  インターネット・FAX または郵送による回答 

 

 ５．回収率 

  （１）個人調査 

  回答件数 1,281 件（郵送回答 892 件／インターネット回答 389 件） 

  回収率  25.6％ 

  （２）法人調査 

  回答件数 939 件（郵送回答 696 件／インターネット回答 243 件） 

  回収率  18.8％ 

  （３）公募型市民意見 

  回答件数 43 件（郵送回答 24 件／インターネット回答 19 件） 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 調査結果（個人調査） 
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１．個人単純集計：集計総数 N=1281  

※無回答…記入なし  無効回答…複数の項目に記入するなど、回答の意図を判断できないもの 

 

「これからの緑の取組［2024－2028］（素案）」の５か年の目標についてお伺いします。 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 67.5％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（26.8％）を合わせると、９割以上の方が取り組む必要があると回答している。 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。  

 

「積極的に取り組む必要がある」が 63.2％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（29.8％）を合わせると、９割以上の方が取り組む必要があると回答している。 

  

67.5%

26.8%

2.9%
2.6% 0.2%

1.積極的に取り組む必要がある(865)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(343)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(37)

4.取り組む必要がない(33)

無回答(3)

63.2%

29.8%

3.9%
2.8% 0.2%

1.積極的に取り組む必要がある(810)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(382)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(50)

4.取り組む必要がない(36)

無回答(3)
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 60.6％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（30.8％）を合わせると、９割以上の方が取り組む必要があると回答している。 

 

 

これからの緑の取組［2024-2028］(素案) の具体的な取組内容についてお伺いします。 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 60.9％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（31.2％）を合わせると、９割以上の方が取り組む必要があると回答している。 

 

  

60.6%

30.8%

5.5%
2.8% 0.2%

1.積極的に取り組む必要がある(776)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(395)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(71)

4.取り組む必要がない(36)

無回答(3)

60.9%

31.2%

4.7%
2.7% 0.5%

1.積極的に取り組む必要がある(780)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(400)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(60)

4.取り組む必要がない(35)

無回答(6)
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 55.6％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（33.6％）を合わせると、約９割の方が取り組む必要があると回答している。 

 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 63.3％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（28.0％）を合わせると、９割以上の方が取り組む必要があると回答している。 

 

 

  

55.6%33.6%

6.9%
3.5% 0.5%

1.積極的に取り組む必要がある(712)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(430)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(88)

4.取り組む必要がない(45)

無回答(6)

63.3%

28.0%

4.8%
3.4% 0.5%

1.積極的に取り組む必要がある(811)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(359)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(62)

4.取り組む必要がない(43)

無回答(6)
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 取組を進めるための財源についてお伺いします。 

 

問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（個人の場合、個人市民税の均等割額に年間 900 円を上乗せ＜所得が一定金額以下で、市民税均等割が課税されない方を除く＞） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 

 

「どちらかと言えば負担する必要がある」が 48.1％と最も多く、「積極的に負担する必要がある」

（25.7％）を合わせると、７割以上の方が負担する必要があると回答している。 

 

 

 

 

  

25.7%

48.1%

13.6%

11.9%

0.7% 0.1%

1.積極的に負担する必要がある(329)

2.どちらかと言えば負担する必要がある(616)

3.どちらかと言えば負担する必要がない(174)

4.負担する必要がない(152)

無回答(9)

無効回答(1)
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その他、ご意見がございましたらお聞かせください。 

 

605 名の方にご意見をお寄せいただきました。 

 

○分類した自由記述意見集計 

※お一人で複数のご意見を書かれている場合は、分割して集計しています。 

 

件数 割合

01.素案全体に関すること 183 26 .9%

11 .取組を支持するご意見 67 9 .8%

12 .理念や目標、計画の枠組みに関するご意見 4 0.6%

13 .取組の進め方、優先順位に関するご意見 29 4 .3%

14 .取組の内容に関するご意見 80 11 .7%

141.人材の育成・教育に関するご意見 13 1.9%

142.その他のご意見 67 9.8%

15 .素案の表現に関するご意見 3 0.4%

02 .柱1　市民とともに次世代につなぐ森を育む 42 6.2%

21 .柱1に関するご意見 7 1.0%

22 .樹林地の確実な保全の推進に関するご意見 15 2 .2%

221.緑地保全制度による指定の拡大・市による買取りに関するご意見 12 1.8%

222.その他のご意見 3 0.4%

23 .  良好な森を育成する取組の推進に関するご意見 20 2 .9%

231.良好な森の育成に関するご意見 7 1.0%

232.森に関わる多様な機会の創出に関するご意見 12 1.8%

233.その他のご意見 1 0.1%

03 .柱2　市民が身近に農を感じる場をつくる 47 6.9%

31 .柱２に関するご意見 8 1.2%

32 .農に親しむ取組の推進に関するご意見 29 4 .3%

321.良好な農景観の保全に関するご意見 12 1.8%

322.農とふれあう場づくり 15 2.2%

323.その他のご意見 2 0.3%

33 .地産地消の推進に関するご意見 10 1 .5%

331.身近に農を感じる地産地消の推進に関するご意見 4 0.6%

332.市民や企業と連携した地産地消の展開に関するご意見 6 0.9%

333.その他のご意見 0 0.0%

04 .柱3　市民が実感できる緑や花をつくる 86 12 .6%

41 .柱3に関するご意見 5 0.7%

42 .市民が実感できる緑や花をつくり、育む取組の推進に関するご意見 56 8 .2%

421.まちなかでの緑の創出・育成に関するご意見 36 5.3%

422.緑や花があふれる地域づくりに関するご意見 15 2.2%

423.その他のご意見 5 0.7%

43 .緑や花に親しむ取組の推進に関するご意見 25 3 .7%

431.子どもを育む空間での緑の創出・育成に関するご意見 9 1.3%

432.緑や花による魅力・賑わいの創出・育成に関するご意見 10 1.5%

433.その他のご意見 6 0.9%

05 .効果的な広報の展開 28 4.1%

06 .これまでの成果に関するご意見 9 1.3%

07 .税、財源に関するご意見 210 30 .8%

71 .税を支持・容認するご意見 25 3 .7%

72 .税を支持しないご意見 39 5 .7%

73 .負担低減や課税方法の変更を求めるご意見 28 4 .1%

74 .財源の検討に関するご意見 45 6 .6%

75 .税の使途・情報提供に関するご意見 58 8 .5%

76 .その他のご意見 15 2 .2%

08 .その他 76 11 .2%

総計 681 100 .0%

回答
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あなたについてお聞きします 

 

問８．あなたのお住いの区はどちらですか 

 
 

問９．あなたの年齢はおいくつですか 

 

 

 

8.4%

7.2%

5.2%

4.1%

6.6%

5.2%

6.6%

8.9%

3.7%

2.0%

6.6%

6.2%

8.3%

3.6%

3.1%

4.4%

5.2%

4.6%

0.1%

1.青葉区(107)

2.旭区(92)

3.泉区(67)

4.磯子区(53)

5.神奈川区(85)

6.金沢区(66)

7.港南区(85)

8.港北区(114)

9.栄区(48)

10.瀬谷区(26)

11.都筑区(84)

12.鶴見区(79)

13.戸塚区(106)

14.中区(46)

15.西区(40)

16.保土ケ谷区(57)

17.緑区(66)

18.南区(59)

無回答(1)

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

6.5%

10.0%

15.5%

22.4%

16.2%

19.9%

9.4%

0.1%

1. 18歳～29歳(83)

2. 30歳～39歳(128)

3. 40歳～49歳(199)

4. 50歳～59歳(287)

5. 60歳～69歳(207)

6. 70歳～79歳(255)

7. 80歳以上(121)

無回答(1)

0% 5% 10% 15% 20% 25%
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２．個人クロス集計：回答者総数 N=1281  

※無回答…記入なし  無効回答…複数の項目に記入するなど、回答の意図を判断できないもの 

凡例のカッコ書きの数値は、その回答の総数を示しています。 

 

１）居住地区とのクロス集計 N=1280（居住地区の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

「積極的に取り組む必要がある」の回答について、瀬谷区（80.8%）、戸塚区（79.2％）、保土ケ谷区（77.2%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

71.0%

66.3%

59.7%

67.9%

68.2%

59.1%

75.3%

67.5%

60.4%

80.8%

73.8%

53.2%

79.2%

56.5%

55.0%

77.2%

60.6%

72.9%

67.5%

22.4%

30.4%

32.8%

24.5%

27.1%

31.8%

17.6%

28.9%

35.4%

15.4%

20.2%

35.4%

16.0%

34.8%

42.5%

19.3%

33.3%

25.4%

26.8%

4.7%

1.1%

1.2%

4.5%

4.7%

3.5%

3.8%

3.6%

3.8%

2.8%

8.7%

2.5%

1.8%

3.0%

1.7%

2.9%

0.9%

2.2%

7.5%

7.5%

2.4%

4.5%

2.4%

4.2%

2.4%

6.3%

1.9%

1.8%

3.0%

2.6%

0.9%

1.2%

1.3%

0.2%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（864） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（343） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（37）

4.取り組む必要がない（33） 無回答（3）
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問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、瀬谷区（80.8%）、港南区（69.4％）、南区（67.8%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

 

67.3%

60.9%

61.2%

58.5%

63.5%

62.1%

69.4%

66.7%

62.5%

80.8%

65.5%

48.1%

67.0%

58.7%

52.5%

66.7%

57.6%

67.8%

63.2%

25.2%

32.6%

28.4%

30.2%

28.2%

30.3%

25.9%

28.9%

35.4%

15.4%

27.4%

38.0%

26.4%

32.6%

40.0%

26.3%

37.9%

30.5%

29.8%

5.6%

5.4%

4.7%

3.0%

3.5%

4.4%

3.8%

3.6%

3.8%

2.8%

4.3%

7.5%

5.3%

3.0%

1.7%

3.9%

1.9%

1.1%

7.5%

7.5%

2.4%

4.5%

1.2%

2.1%

3.6%

7.6%

3.8%

4.3%

1.8%

1.5%

2.8%

1.2%

2.5%

0.2%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（809） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（382） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（50）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（3）
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、瀬谷区（76.9%）、南区（72.9%）、港南区（68.2%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

  

57.0%

53.3%

55.2%

56.6%

63.5%

56.1%

68.2%

64.0%

66.7%

76.9%

59.5%

48.1%

60.4%

65.2%

55.0%

61.4%

63.6%

72.9%

60.5%

32.7%

39.1%

31.3%

28.3%

29.4%

33.3%

24.7%

27.2%

27.1%

15.4%

33.3%

39.2%

32.1%

21.7%

37.5%

29.8%

33.3%

25.4%

30.9%

9.3%

6.5%

4.5%

7.5%

4.7%

6.1%

5.9%

8.8%

4.2%

7.7%

3.6%

2.5%

3.8%

8.7%

5.0%

5.3%

3.0%

1.7%

5.5%

0.9%

1.1%

9.0%

7.5%

1.2%

4.5%

1.2%

2.1%

3.6%

8.9%

3.8%

4.3%

2.5%

1.8%

2.8%

1.2%

1.3%

1.8%

0.2%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（775） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（395） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（71）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（3）
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問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要があるとの回答について、瀬谷区（76.9%）、南区（72.9%）、戸塚区（71.7%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

  

58.9%

56.5%

49.3%

64.2%

57.6%

62.1%

62.4%

58.8%

66.7%

76.9%

67.9%

53.2%

71.7%

54.3%

45.0%

63.2%

57.6%

72.9%

60.9%

34.6%

35.9%

37.3%

22.6%

34.1%

27.3%

27.1%

32.5%

31.2%

19.2%

26.2%

34.2%

22.6%

34.8%

50.0%

31.6%

36.4%

25.4%

31.3%

5.6%

5.4%

4.5%

5.7%

5.9%

6.1%

7.1%

7.9%

3.8%

3.6%

3.8%

1.9%

4.3%

5.0%

1.8%

6.1%

1.7%

4.7%

0.9%

1.1%

7.5%

7.5%

1.2%

4.5%

2.4%

0.9%

2.1%

2.4%

7.6%

2.8%

6.5%

3.5%

2.7%

1.1%

1.5%

1.2%

1.2%

1.3%

0.9%

0.5%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（779） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（400） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（60）

4.取り組む必要がない（35） 無回答（6）
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、瀬谷区（65.4%）、南区（64.4%）、都筑区（61.9%）

の割合が高く、各区の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

  

57.0%

55.4%

58.2%

49.1%

57.6%

59.1%

55.3%

57.0%

47.9%

65.4%

61.9%

41.8%

57.5%

52.2%

57.5%

54.4%

48.5%

64.4%

55.5%

29.0%

38.0%

31.3%

37.7%

31.8%

25.8%

29.4%

32.5%

43.8%

30.8%

27.4%

39.2%

35.8%

30.4%

37.5%

33.3%

43.9%

32.2%

33.6%

11.2%

4.3%

3.0%

3.8%

8.2%

10.6%

9.4%

8.8%

4.2%

3.8%

8.3%

8.9%

0.9%

13.0%

2.5%

7.0%

7.6%

3.4%

6.9%

2.8%

1.1%

7.5%

9.4%

1.2%

4.5%

3.5%

1.8%

4.2%

2.4%

8.9%

5.7%

4.3%

2.5%

3.5%

3.5%

1.1%

1.2%

2.4%

1.3%

1.8%

0.5%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（711） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（430） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（88）

4.取り組む必要がない（45） 無回答（6）
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問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、瀬谷区（80.8%）、港北区（73.7%）、南区（71.2%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

 

61.7%

67.4%

61.2%

67.9%

63.5%

51.5%

68.2%

73.7%

64.6%

80.8%

57.1%

48.1%

67.9%

56.5%

62.5%

56.1%

60.6%

71.2%

63.3%

30.8%

23.9%

25.4%

20.8%

30.6%

39.4%

22.4%

18.4%

31.2%

15.4%

33.3%

36.7%

23.6%

30.4%

35.0%

28.1%

34.8%

27.1%

28.0%

5.6%

4.3%

6.0%

3.8%

3.5%

4.5%

7.1%

7.0%

2.1%

3.8%

6.0%

6.3%

2.8%

2.2%

14.0%

1.5%

1.7%

4.8%

1.9%

2.2%

7.5%

7.5%

1.2%

4.5%

1.2%

0.9%

2.1%

3.6%

7.6%

5.7%

10.9%

2.5%

1.8%

1.5%

3.4%

2.2%

1.2%

1.2%

1.3%

1.5%

0.5%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（810） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（359） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（62）

4.取り組む必要がない（43） 無回答（6）
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問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（個人の場合、個人市民税の均等割額に年間 900 円を上乗せ＜所得が一定金額以下で、市民税均等割が課税されない方を除く＞） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 
 
「積極的に負担する必要がある」の回答について、南区（35.6%）、瀬谷区（34.6%）、港南区（34.1%）

の割合が高く、「負担する必要がない」の回答については、鶴見区（25.3％）、西区（20.0％）、磯子区

（17.0％）の割合が高い。 
 

 

22.4%

23.9%

22.4%

30.2%

24.7%

33.3%

34.1%

23.7%

25.0%

34.6%

28.6%

13.9%

24.5%

19.6%

27.5%

24.6%

24.2%

35.6%

25.7%

49.5%

42.4%

52.2%

41.5%

44.7%

39.4%

42.4%

54.4%

47.9%

46.2%

45.2%

46.8%

57.5%

50.0%

40.0%

54.4%

56.1%

45.8%

48.1%

16.8%

18.5%

9.0%

11.3%

16.5%

15.2%

14.1%

13.2%

12.5%

11.5%

15.5%

12.7%

6.6%

19.6%

12.5%

12.3%

12.1%

13.6%

13.6%

10.3%

13.0%

16.4%

17.0%

14.1%

10.6%

7.1%

8.8%

14.6%

7.7%

10.7%

25.3%

10.4%

10.9%

20.0%

7.0%

7.6%

3.4%

11.8%

0.9%

2.2%

1.5%

2.4%

1.3%

1.8%

1.7%

0.7%

0.9%

0.1%

1.青葉区（107）

2.旭区（92）

3.泉区（67）

4.磯子区（53）

5.神奈川区（85）

6.金沢区（66）

7.港南区（85）

8.港北区（114）

9.栄区（48）

10.瀬谷区（26）

11.都筑区（84）

12.鶴見区（79）

13.戸塚区（106）

14.中区（46）

15.西区（40）

16.保土ケ谷区（57）

17.緑区（66）

18.南区（59）

全区合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（329） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（616） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（174）

4.負担する必要がない（151） 無回答（9） 無効回答（1）
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２）年齢とのクロス集計 N=1280（年齢の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、80 代以上（79.3％）、70 代（73.7%）、60 代（69.6%）

の割合が高く、各年代の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。  
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、80 代以上（73.6%）、70 代（71.0%）、60 代（66.2%）

の割合が高く、各年代の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

60.2%

55.5%

63.3%

65.9%

69.6%

73.7%

79.3%

67.5%

34.9%

34.4%

30.2%

26.8%

24.6%

22.7%

19.8%

26.8%

2.4%

2.3%

4.5%

4.5%

3.4%

0.8%

0.8%

2.9%

2.4%

7.8%

2.0%

2.1%

2.4%

2.4%

2.6%

0.7%

0.4%

0.2%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（864） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（343） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（37）

4.取り組む必要がない（33） 無回答（3）

57.8%

51.6%

56.3%

61.3%

66.2%

71.0%

73.6%

63.2%

34.9%

39.8%

35.2%

29.6%

26.6%

25.1%

23.1%

29.8%

6.0%

1.6%

6.5%

6.6%

3.4%

0.8%

1.7%

3.9%

1.2%

7.0%

2.0%

2.1%

3.9%

2.7%

0.8%

2.8%

0.3%

0.4%

0.8%

0.2%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（809） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（382） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（50）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（3）
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、80 代以上（72.7%）、70 代（69.8%）、60 代（63.3%）

の割合が高く、各年代の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、70 代（72.5%）、80 代以上（67.8%）、60 代（62.3%）

の割合が高く、各年代の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

 

55.4%

48.4%

55.8%

55.4%

63.3%

69.8%

72.7%

60.5%

32.5%

37.5%

35.2%

33.4%

29.0%

25.1%

24.8%

30.9%

9.6%

7.0%

6.5%

9.1%

4.3%

1.6%

1.7%

5.5%

2.4%

7.0%

2.5%

1.4%

3.4%

3.1%

0.8%

2.8%

0.7%

0.4%

0.2%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（775） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（395） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（71）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（3）

43.4%

50.0%

57.3%

58.9%

62.3%

72.5%

67.8%

60.9%

47.0%

37.5%

34.7%

32.1%

30.0%

22.0%

28.1%

31.3%

7.2%

5.5%

5.5%

7.0%

3.9%

2.0%

2.5%

4.7%

2.4%

7.0%

2.5%

1.7%

3.4%

2.4%

0.8%

2.7%

0.3%

0.5%

1.2%

0.8%

0.5%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（779） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（400） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（60）

4.取り組む必要がない（35） 無回答（6）
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、80 代以上（62.8%）、70 代（59.6%）、40 代（58.3%）

の割合が高く、各年代の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、70 代（72.9%）、80 代以上（67.8%）、60 代（64.7%）

の割合が高く、各年代の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 
 

 

 

50.6%

46.9%

58.3%

54.0%

53.1%

59.6%

62.8%

55.5%

38.6%

36.7%

28.6%

33.4%

35.7%

32.5%

33.9%

33.6%

8.4%

7.0%

8.5%

10.1%

6.3%

4.3%

1.7%

6.9%

2.4%

9.4%

4.5%

2.1%

3.9%

2.4%

1.7%

3.5%

0.3%

1.0%

1.2%

0.5%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（711） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（430） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（88）

4.取り組む必要がない（45） 無回答（6）

61.4%

56.2%

58.8%

58.5%

64.7%

72.9%

67.8%

63.3%

31.3%

33.6%

27.6%

30.7%

27.1%

21.2%

30.6%

28.0%

4.8%

2.3%

8.0%

8.4%

3.9%

2.7%

4.8%

2.4%

7.8%

5.5%

2.1%

3.4%

2.4%

0.8%

3.4%

0.3%

1.0%

0.8%

0.8%

0.5%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（810） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（359） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（62）

4.取り組む必要がない（43） 無回答（6）
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問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（個人の場合、個人市民税の均等割額に年間 900 円を上乗せ＜所得が一定金額以下で、市民税均等割が課税されない方を除く＞） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 
 
「積極的に負担する必要がある」の回答について、80 代以上（43.0%）、70 代（31.8%）、60 代（29.0%）

の割合が高く、「負担する必要がない」の回答については、～20 代（20.5％）、30 代（20.3％）、40 代

（14.6％）の割合が高い。 
 

 

  

16.9%

14.1%

16.6%

24.7%

29.0%

31.8%

43.0%

25.7%

44.6%

43.8%

50.3%

48.4%

48.3%

51.4%

43.8%

48.1%

16.9%

21.1%

18.6%

13.9%

11.6%

9.4%

6.6%

13.6%

20.5%

20.3%

14.6%

12.9%

10.6%

5.5%

5.0%

11.8%

0.8%

0.5%

2.0%

1.7%

0.7%

1.2%

0.1%

1. 18歳～29歳（83）

2. 30歳～39歳（128）

3. 40歳～49歳（199）

4. 50歳～59歳（287）

5. 60歳～69歳（207）

6. 70歳～79歳（255）

7. 80歳以上（121）

全年齢合計（1280）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（329） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（616） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（174）

4.負担する必要がない（151） 無回答（9） 無効回答（1）
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３）財源の市民負担とのクロス集計 N= 1272（財源の市民負担の未回答者除く） 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、92.7%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 24.3％に減少している。 

 

 

 

問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、86.0%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 23.7％に減少している。 

 

 

92.7%

60.7%

33.9%

24.3%

60.9%

7.3%

37.2%

50.0%

38.2%

31.4%

1.8%

14.4%

15.1%

4.6%

1.1%

21.7%

2.8%

0.3%

0.6%

0.7%

0.3%

1.積極的に負担する必要

がある（329）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（616）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（174）

4.負担する必要がない

（152）

全回答合計（1272）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（775） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（399） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（59）

4.取り組む必要がない（35） 無回答（4）

86.0%

52.8%

35.6%

23.7%

55.6%

11.9%

41.4%

47.1%

34.9%

33.7%

1.2%

4.9%

14.9%

17.8%

6.8%

0.6%

0.6%

2.3%

23.0%

3.5%

0.3%

0.3%

0.7%

0.3%

1.積極的に負担する必要

がある（329）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（616）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（174）

4.負担する必要がない

（152）

全回答合計（1272）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（707） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（429） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（87）

4.取り組む必要がない（45） 無回答（4）



25 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、92.1%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 30.3％に減少している。 

 

 

92.1%

64.1%

36.2%

30.3%

63.5%

7.0%

31.7%

51.1%

32.2%

28.0%

0.6%

3.2%

9.8%

14.5%

4.8%

0.3%

0.5%

2.9%

22.4%

3.4%

0.5%

0.7%

0.3%

1.積極的に負担する必要

がある（329）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（616）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（174）

4.負担する必要がない

（152）

全回答合計（1272）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（808） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（356） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（61）

4.取り組む必要がない（43） 無回答（4）



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 調査結果（法人調査） 
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１．法人単純集計：集計総数 N=939  

※無回答…記入なし  無効回答…複数の項目に記入するなど、回答の意図を判断できないもの 

 

これからの緑の取組［2024-2028］(素案) の５か年の目標についてお伺いします。 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 61.1％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（30.9％）を合わせると、９割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 57.9％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（32.8％）を合わせると、９割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

 

61.1%

30.9%

4.7%
3.0% 0.3%

1.積極的に取り組む必要がある(574)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(290)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(44)

4.取り組む必要がない(28)

無回答(3)

57.9%

32.8%

5.6%
3.3% 0.3%

1.積極的に取り組む必要がある(544)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(308)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(53)

4.取り組む必要がない(31)

無回答(3)
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 56.2％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（32.7％）を合わせると、８割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

 

これからの緑の取組［2024-2028］(素案) の具体的な取組内容についてお伺いします。 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 57.2％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（33.1％）を合わせると、９割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

  

56.2%
32.7%

7.1%
3.3% 0.5% 0.1%

1.積極的に取り組む必要がある(528)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(307)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(67)

4.取り組む必要がない(31)

無回答(5)

無効回答(1)

57.2%
33.1%

6.0%
3.4% 0.3%

1.積極的に取り組む必要がある(537)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(311)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(56)

4.取り組む必要がない(32)

無回答(3)
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 49.6％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（36.4％）を合わせると、８割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」が 58.8％と最も多く、「どちらかと言えば取り組む必要がある」

（31.4％）を合わせると、９割以上の法人が取り組む必要があると回答している。 

 

 

  

49.6%

36.4%

7.7%
5.9% 0.4%

1.積極的に取り組む必要がある(466)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(342)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(72)

4.取り組む必要がない(55)

無回答(4)

58.8%

31.4%

5.5%
3.9% 0.3%

1.積極的に取り組む必要がある(552)

2.どちらかと言えば取り組む必要がある(295)

3.どちらかと言えば取り組む必要がない(52)

4.取り組む必要がない(37)

無回答(3)
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取組を進めるための財源についてお伺いします。 

 

問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（法人の場合、法人市民税の年間均等割額に９％相当額を上乗せ） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 

 

「どちらかと言えば負担する必要がある」が 47.0％と最も多く、「積極的に負担する必要がある」

（21.4％）を合わせると、６割以上の法人が負担する必要があると回答している。 

 

 

  

21.4%

47.0%

18.0%

13.0%

0.5% 0.1%

1.積極的に負担する必要がある(201)

2.どちらかと言えば負担する必要がある(441)

3.どちらかと言えば負担する必要がない(169)

4.負担する必要がない(122)

無回答(5)

無効回答(1)
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その他、ご意見がございましたらお聞かせください。 

 

320 の法人にご意見をお寄せいただきました。 

 

○分類した自由記述意見集計 

※一法人で複数のご意見を書かれている場合は、分割して集計しています。 

 

件数 割合

01.素案全体に関すること 120 34 .6%

11 .取組を支持するご意見 35 10 .1%

12 .理念や目標、計画の枠組みに関するご意見 7 2.0%

13 .取組の進め方、優先順位に関するご意見 20 5 .8%

14 .取組の内容に関するご意見 54 15 .6%

141.人材の育成・教育に関するご意見 5 1.4%

142.その他のご意見 49 14.1%

15 .素案の表現に関するご意見 4 1.2%

02 .柱1　市民とともに次世代につなぐ森を育む 11 3.2%

21 .柱1に関するご意見 6 1.7%

22 .樹林地の確実な保全の推進に関するご意見 3 0.9%

221.緑地保全制度による指定の拡大・市による買取りに関するご意見 2 0.6%

222.その他のご意見 1 0.3%

23 .  良好な森を育成する取組の推進に関するご意見 2 0.6%

231.良好な森の育成に関するご意見 0 0.0%

232.森に関わる多様な機会の創出に関するご意見 2 0.6%

233.その他のご意見 0 0.0%

03 .柱2　市民が身近に農を感じる場をつくる 22 6.3%

31 .柱２に関するご意見 12 3 .5%

32 .農に親しむ取組の推進に関するご意見 4 1.2%

321.良好な農景観の保全に関するご意見 2 0.6%

322.農とふれあう場づくり 1 0.3%

323.その他のご意見 1 0.3%

33 .地産地消の推進に関するご意見 6 1.7%

331.身近に農を感じる地産地消の推進に関するご意見 3 0.9%

332.市民や企業と連携した地産地消の展開に関するご意見 0 0.0%

333.その他のご意見 3 0.9%

04 .柱3　市民が実感できる緑や花をつくる 50 14 .4%

41 .柱3に関するご意見 10 2 .9%

42 .市民が実感できる緑や花をつくり、育む取組の推進に関するご意見 36 10 .4%

421.まちなかでの緑の創出・育成に関するご意見 28 8.1%

422.緑や花があふれる地域づくりに関するご意見 5 1.4%

423.その他のご意見 3 0.9%

43 .緑や花に親しむ取組の推進に関するご意見 4 1.2%

431.子どもを育む空間での緑の創出・育成に関するご意見 1 0.3%

432.緑や花による魅力・賑わいの創出・育成に関するご意見 3 0.9%

433.その他のご意見 0 0.0%

05 .効果的な広報の展開 16 4.6%

06 .これまでの成果に関するご意見 4 1.2%

07 .税、財源に関するご意見 99 28 .5%

71 .税を支持・容認するご意見 3 0.9%

72 .税を支持しないご意見 23 6 .6%

73 .負担低減や課税方法の変更を求めるご意見 13 3 .7%

74 .財源の検討に関するご意見 23 6 .6%

75 .税の使途・情報提供に関するご意見 29 8 .4%

76 .その他のご意見 8 2.3%

08 .その他 25 7.2%

総計 347 100 .0%

回答
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貴社についてお聞きします 

 

問８．本社は横浜市内ですか、市外ですか 

 

問９．主たる事業所はどちらにありますか 

 
  

98.0%

1.1% 1.0%

1.市内(920)

2.市外(10)

無回答(9)

11.3%

1.5%

3.7%

1.6%

9.9%

1.0%

3.5%

3.7%

3.4%

4.6%

8.5%

1.2%

6.8%

7.0%

11.3%

4.0%

7.2%

9.2%

0.4%

0.1%

1.青葉区(106)

2.旭区(14)

3.泉区(35)

4.磯子区(15)

5.神奈川区(93)

6.金沢区(9)

7.港南区(33)

8.港北区(35)

9.栄区(32)

10.瀬谷区(43)

11.都筑区(80)

12.鶴見区(11)

13.戸塚区(64)

14.中区(66)

15.西区(106)

16.保土ケ谷区(38)

17.緑区(68)

18.南区(86)

無回答(4)

無効回答(1)

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%
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問 10．問９の事業所の従業員数は何人ですか 

 

問 11．資本金はいくらですか 

 

93.9%

5.3% 0.7%

1. 50人以下(882)

2. 50人超(50)

無回答(7)

76.3%

22.7%

0.5%

0.0%

0.2%

0.3%

1. 1千万円以下(716)

2. 1千万円超～1億円以下(213)

3. 1億円超～10億円以下(5)

4. 10億円超～50億円以下(0)

5. 50億円超(2)

無回答(3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
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２．法人クロス集計：集計総数 N=939  

※無回答…記入なし  無効回答…複数の項目に記入するなど、回答の意図を判断できないもの 

凡例のカッコ書きの数値は、その回答の総数を示しています。 

 

１）本社の位置とのクロス集計 N=930（本社位置の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、市内（61.2%）、市外（60.0％）の割合となっており、

６割以上が積極的に取り組む必要があるとしているが、「どちらかと言えば取り組む必要がない」と「取

り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（7.7％）、市外（10.0％）となっている。 

 

 

 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、市内（58.0%）、市外（60.0％）の割合となってお

り、約６割が積極的に取り組む必要があるとしているが、「どちらかと言えば取り組む必要がない」と

「取り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（9.2％）、市外（0％）となっている。 

 

 
 

 

61.2%

60.0%

61.2%

30.8%

30.0%

30.8%

4.8%

4.7%

2.9%

10.0%

3.0%

0.3%

0.3%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（569） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（286） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（44）

4.取り組む必要がない（28） 無回答（3）

58.0%

60.0%

58.1%

32.5%

40.0%

32.6%

5.8%

5.7%

3.4%

3.3%

0.3%

0.3%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（540） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（303） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（53）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（3）
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、市内（56.0%）、市外（80.0％）の割合となってお

り、市外の法人の方が積極的に取り組む必要があると回答した割合が 24 ポイント高く、「どちらかと言

えば取り組む必要がない」と「取り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（10.6％）、市外（10.0％）

となっている。 

 

 

 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、市内（57.0%）、市外（80.0％）の割合となってお

り、市外の法人の方が積極的に取り組む必要があると回答した割合が 23 ポイント高く、「どちらかと言

えば取り組む必要がない」と「取り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（9.5％）、市外（10.0％）

となっている。 

 

 
 

 

  

56.0%

80.0%

56.2%

32.8%

10.0%

32.6%

7.2%

10.0%

7.2%

3.4%

3.3%

0.5%

0.5%

0.1%

0.1%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（523） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（303） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（67）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（5） 無効回答（1）

57.0%

80.0%

57.2%

33.3%

10.0%

33.0%

6.1%

6.0%

3.4%

10.0%

3.4%

0.3%

0.3%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（532） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（307） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（56）

4.取り組む必要がない（32） 無回答（3）
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、市内（49.6%）、市外（70.0％）の割合となってお

り、市外の法人の方が積極的に取り組む必要があると回答した割合が 20.4 ポイント高く、「どちらかと

言えば取り組む必要がない」と「取り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（13.5％）、市外（20.0％）

となっている。 

 

 
 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、市内（58.9%）、市外（60.0％）の割合となってお

り、約６割が積極的に取り組む必要があるとしているが、「どちらかと言えば取り組む必要がない」と

「取り組む必要がない」を合わせた回答は、市内（9.3％）、市外（20.0％）となっている。 

 

 
 

  

49.6%

70.0%

49.8%

36.5%

10.0%

36.2%

7.8%

7.7%

5.7%

20.0%

5.8%

0.4%

0.4%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（463） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（337） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（72）

4.取り組む必要がない（54） 無回答（4）

58.9%

60.0%

58.9%

31.5%

20.0%

31.4%

5.5%

10.0%

5.6%

3.8%

10.0%

3.9%

0.2%

0.2%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（548） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（292） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（52）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（2）
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問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（法人の場合、法人市民税の年間均等割額に９％相当額を上乗せ） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」「どちらかと言えば負担する必要がある」を合わせた回答について、市

内（68.8%）、市外（40.0％）の割合となっており、市内の法人の方が積極的に負担する必要があると回

答した割合が 28.8 ポイント高く、「どちらかと言えば負担する必要がない」と「負担する必要がない」

を合わせた回答は、市内（30.5％）、市外（60.0％）となっている。 

 

 

 

  

21.6%

10.0%

21.5%

47.2%

30.0%

47.0%

17.8%

10.0%

17.7%

12.7%

50.0%

13.1%

0.5%

0.5%

0.1%

0.1%

1.市内（920）

2.市外（10）

全回答合計（930）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（200） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（437） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（165）

4.負担する必要がない（122） 無回答（5） 無効回答（1）
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２）主たる事務所位置とのクロス集計 N=934（主たる事務所位置の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、鶴見区（81.8%）、金沢区（77.8%）、瀬谷区（74.4%）

の割合が高く、各区の平均でも６割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

 

 

59.4%

50.0%

65.7%

66.7%

64.5%

77.8%

54.5%

65.7%

65.6%

74.4%

66.2%

81.8%

59.4%

57.6%

60.4%

47.4%

54.4%

58.1%

61.1%

30.2%

42.9%

31.4%

26.7%

26.9%

22.2%

42.4%

28.6%

25.0%

14.0%

26.2%

9.1%

34.4%

30.3%

33.0%

44.7%

35.3%

34.9%

30.8%

5.7%

7.1%

2.9%

6.7%

5.4%

2.9%

6.2%

11.6%

3.8%

9.1%

1.6%

6.1%

5.7%

2.6%

4.4%

3.5%

4.7%

2.8%

3.2%

3.0%

2.9%

3.1%

3.8%

4.7%

6.1%

0.9%

5.3%

4.4%

3.5%

3.0%

1.9%

1.5%

0.3%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（571） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（288） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（44）

4.取り組む必要がない（28） 無回答（3）
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問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、鶴見区（81.8%）、金沢区（77.8%）、栄区（68.8%）

の割合が高く、各区の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

 

 

  

54.7%

42.9%

62.9%

66.7%

61.3%

77.8%

63.6%

62.9%

68.8%

65.1%

57.5%

81.8%

62.5%

57.6%

54.7%

39.5%

52.9%

54.7%

58.0%

34.9%

42.9%

31.4%

20.0%

28.0%

22.2%

33.3%

31.4%

25.0%

27.9%

31.2%

18.2%

31.2%

28.8%

35.8%

47.4%

33.8%

38.4%

32.7%

6.6%

14.3%

2.9%

13.3%

7.5%

2.9%

6.2%

7.0%

7.5%

6.1%

5.7%

7.9%

7.4%

4.7%

5.7%

1.9%

2.9%

3.2%

3.0%

2.9%

3.8%

6.2%

7.6%

3.8%

5.3%

4.4%

2.3%

3.3%

1.9%

1.5%

0.3%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（542） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（305） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（53）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（3）



43 

問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、鶴見区（72.7%）、港北区（65.7%）、瀬谷区（65.1%）

の割合が高く、各区の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

 

  

52.8%

42.9%

48.6%

60.0%

62.4%

55.6%

54.5%

65.7%

59.4%

65.1%

53.8%

72.7%

54.7%

51.5%

55.7%

44.7%

54.4%

59.3%

56.0%

38.7%

50.0%

34.3%

20.0%

25.8%

44.4%

36.4%

25.7%

31.2%

20.9%

32.5%

27.3%

35.9%

33.3%

32.1%

42.1%

30.9%

36.0%

32.9%

4.7%

7.1%

11.4%

20.0%

8.6%

6.1%

5.7%

6.2%

14.0%

8.8%

3.1%

6.1%

9.4%

7.9%

7.4%

3.5%

7.2%

1.9%

2.9%

3.2%

3.0%

2.9%

5.0%

6.2%

7.6%

2.8%

5.3%

5.9%

1.2%

3.3%

1.9%

2.9%

3.1%

1.5%

0.5%

1.5%

0.1%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（523） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（307） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（67）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（5） 無効回答（1）



44 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、瀬谷区（67.4%）、磯子区・金沢区・港南区（66.7%）

の割合が高く、各区の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

 

  

56.6%

42.9%

57.1%

66.7%

61.3%

66.7%

66.7%

65.7%

56.2%

67.4%

57.5%

63.6%

64.1%

57.6%

52.8%

44.7%

50.0%

48.8%

57.0%

32.1%

35.7%

37.1%

20.0%

26.9%

33.3%

24.2%

28.6%

34.4%

27.9%

32.5%

27.3%

31.2%

25.8%

40.6%

42.1%

39.7%

40.7%

33.3%

7.5%

21.4%

2.9%

13.3%

7.5%

6.1%

2.9%

3.1%

4.7%

5.0%

9.1%

4.7%

5.3%

5.9%

9.3%

6.0%

1.9%

2.9%

4.3%

3.0%

2.9%

6.2%

5.0%

4.7%

7.6%

1.9%

7.9%

4.4%

1.2%

3.4%

1.9%

9.1%

0.3%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（532） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（311） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（56）

4.取り組む必要がない（32） 無回答（3）



45 

問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、鶴見区（72.7%）、港北区（65.7%）、港南区（63.6%）

の割合が高く、各区の平均でも約５割が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

 

  

50.0%

35.7%

57.1%

60.0%

45.2%

55.6%

63.6%

65.7%

53.1%

62.8%

51.2%

72.7%

48.4%

45.5%

47.2%

42.1%

42.6%

39.5%

49.4%

38.7%

42.9%

31.4%

20.0%

41.9%

44.4%

24.2%

22.9%

34.4%

23.3%

33.8%

18.2%

43.8%

37.9%

35.8%

39.5%

42.6%

43.0%

36.6%

6.6%

14.3%

5.7%

20.0%

6.5%

9.1%

5.7%

3.1%

9.3%

11.2%

9.1%

1.6%

7.6%

11.3%

5.3%

4.4%

10.5%

7.7%

2.8%

7.1%

5.7%

6.5%

3.0%

5.7%

9.4%

4.7%

3.8%

6.2%

9.1%

4.7%

13.2%

10.3%

5.8%

5.9%

1.9%

0.9%

1.2%

0.4%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（461） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（342） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（72）

4.取り組む必要がない（55） 無回答（4）



46 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、瀬谷区（69.8%）、港南区（66.7%）、港北区（65.7%）

の割合が高く、各区の平均でも５割以上が「積極的に取り組む必要がある」と回答している。 

 

 

  

58.5%

42.9%

51.4%

60.0%

58.1%

55.6%

66.7%

65.7%

62.5%

69.8%

57.5%

63.6%

59.4%

60.6%

53.8%

55.3%

57.4%

58.1%

58.6%

30.2%

57.1%

34.3%

20.0%

33.3%

33.3%

27.3%

28.6%

25.0%

23.3%

33.8%

27.3%

32.8%

28.8%

38.7%

26.3%

30.9%

31.4%

31.6%

6.6%

11.4%

20.0%

5.4%

11.1%

3.0%

2.9%

6.2%

2.3%

2.5%

9.1%

3.1%

4.5%

5.7%

7.9%

5.9%

7.0%

5.6%

2.8%

2.9%

3.2%

3.0%

2.9%

6.2%

4.7%

6.2%

4.7%

6.1%

1.9%

10.5%

5.9%

2.3%

4.0%

1.9%

1.2%

0.3%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（547） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（295） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（52）

4.取り組む必要がない（37） 無回答（3）



47 

問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（法人の場合、法人市民税の年間均等割額に９％相当額を上乗せ） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 
 

「積極的に負担する必要がある」との回答について、磯子区（46.7%）、港南区（33.3%）、鶴見区（27.3%）

の割合が高く、「負担する必要がない」との回答については、保土ケ谷区（18.4％）、緑区（17.6％）、泉

区（17.1％）の割合が高い。 
 

 

21.7%

7.1%

22.9%

46.7%

21.5%

11.1%

33.3%

20.0%

18.8%

20.9%

17.5%

27.3%

26.6%

21.2%

17.0%

13.2%

23.5%

19.8%

21.1%

42.5%

50.0%

40.0%

20.0%

44.1%

66.7%

54.5%

57.1%

43.8%

44.2%

52.5%

45.5%

50.0%

48.5%

48.1%

55.3%

48.5%

44.2%

47.2%

17.9%

35.7%

20.0%

26.7%

20.4%

11.1%

9.1%

17.1%

18.8%

23.3%

13.8%

9.1%

14.1%

12.1%

22.6%

13.2%

10.3%

26.7%

18.0%

17.0%

17.1%

6.7%

14.0%

11.1%

3.0%

5.7%

15.6%

11.6%

16.2%

9.1%

9.4%

16.7%

11.3%

18.4%

17.6%

9.3%

13.1%

0.9%

7.1%

3.1%

9.1%

1.5%

0.5%

0.9%

0.1%

1.青葉区（106）

2.旭区（14）

3.泉区（35）

4.磯子区（15）

5.神奈川区（93）

6.金沢区（9）

7.港南区（33）

8.港北区（35）

9.栄区（32）

10.瀬谷区（43）

11.都筑区（80）

12.鶴見区（11）

13.戸塚区（64）

14.中区（66）

15.西区（106）

16.保土ケ谷区（38）

17.緑区（68）

18.南区（86）

全区合計（934）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（197） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（441） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（168）

4.負担する必要がない（122） 無回答（5） 無効回答（1）



48 

３）従業員数とのクロス集計 N=932（従業員数の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（61.3%）、50 人超（58.0％）の割合と

なっており、50 人以下の法人の方が 3.3 ポイント高い。 

 

 

 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（58.4%）、50 人超（52.0％）の割合と

なっており、50 人以下の法人の方が 6.4 ポイント高い。 

 

 

  

61.3%

58.0%

61.2%

30.6%

38.0%

31.0%

4.8%

2.0%

4.6%

2.9%

2.0%

2.9%

0.3%

0.3%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（570） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（289） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（43）

4.取り組む必要がない（27） 無回答（3）

58.4%

52.0%

58.0%

32.2%

42.0%

32.7%

5.7%

4.0%

5.6%

3.4%

2.0%

3.3%

0.3%

0.3%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（541） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（305） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（52）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（3）



49 

問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（56.2%）、50 人超（56.0％）の割合と

なっており、従業員数による差はほとんどみられない。 

 

 
 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（57.0%）、50 人超（60.0％）の割合と

なっており、50 人超の法人の方が 3 ポイント高い。 

 

 

  

56.2%

56.0%

56.2%

32.5%

38.0%

32.8%

7.1%

4.0%

7.0%

3.4%

2.0%

3.3%

0.6%

0.5%

0.1%

0.1%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（524） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（306） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（65）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（5） 無効回答（1）

57.0%

60.0%

57.2%

33.3%

32.0%

33.3%

5.9%

6.0%

5.9%

3.4%

2.0%

3.3%

0.3%

0.3%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（533） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（310） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（55）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（3）
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（49.5%）、50 人超（50.0％）の割合と

なっており、従業員数による差はほとんどみられない。 

 

 
 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に取り組む必要がある」との回答について、50 人以下（59.2%）、50 人以上（52.0％）の割合

となっており、50 人以下の法人の方が 7.2 ポイント高い。 

 

 
 

  

49.5%

50.0%

49.6%

36.5%

38.0%

36.6%

7.6%

8.0%

7.6%

6.0%

2.0%

5.8%

0.3%

2.0%

0.4%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（462） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（341） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（71）

4.取り組む必要がない（54） 無回答（4）

59.2%

52.0%

58.8%

30.8%

42.0%

31.4%

5.6%

4.0%

5.5%

4.1%

2.0%

4.0%

0.3%

0.3%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（548） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（293） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（51）

4.取り組む必要がない（37） 無回答（3）
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問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（法人の場合、法人市民税の年間均等割額に９％相当額を上乗せ） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」「どちらかと言えば負担する必要がある」を合わせた回答について、50

人以下（68.1%）、50 人超（72.0％）の割合となっており、50 人超の方が 3.9 ポイント高くなっている。

また、「どちらかと言えば負担する必要がない」と「負担する必要がない」を合わせた回答は 50 人以下

（31.2％）、50 人超（28.0％）となっている。 

 

 
  

21.2%

20.0%

21.1%

46.9%

52.0%

47.2%

18.3%

16.0%

18.1%

12.9%

12.0%

12.9%

0.6%

0.5%

0.1%

0.1%

1. 50人以下（882）

2. 50人超（50）

全回答合計（932）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（197） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（440） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（169）

4.負担する必要がない（120） 無回答（5） 無効回答（1）
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４）資本金とのクロス集計 N=936（資本金の未回答者除く） 

 

問１．2009（平成 21）年度から進めている「横浜みどりアップ計画」の取組により、樹林地は減少傾向

が鈍化している状況です。「これからの緑の取組」では、引き続き、貴重な緑を将来に残すととも

に、新たに創出する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、「1 億円超～10 億円以下」（80.0％）の割合が高く、

「1 千万以下」と「1 千万超～1 億円以下」では、６割程度である。 

 

 
 

 

問２．「これからの緑の取組」では、保全した樹林地や水田、新たに創出した緑について、景観などの質

を高める維持管理の充実をしようとしています。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、「1 億円超～10 億円以下」（80.0％）の割合が高く、

「1 千万以下」と「1 千万超～1 億円以下」では、６割程度である。 

 

 

61.7%

59.2%

80.0%

50.0%

61.2%

30.3%

32.9%

50.0%

30.8%

4.7%

4.7%

4.7%

2.8%

3.3%

20.0%

3.0%

0.4%

0.3%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（573） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（288） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（44）

4.取り組む必要がない（28） 無回答（3）

58.1%

57.3%

80.0%

50.0%

58.0%

32.7%

33.3%

50.0%

32.7%

6.0%

4.7%

5.7%

2.8%

4.7%

20.0%

3.3%

0.4%

0.3%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（543） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（306） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（53）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（3）
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問３．「これからの緑の取組」では、市民が緑に関われる機会を増やし、緑とともにある豊かな暮らしを

実現する取組を進めようとしています。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、いずれの層も５～６割程度である。 

 

 
 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、いずれの層も５～６割程度である。 

 

 
  

56.3%

55.9%

60.0%

50.0%

56.2%

32.1%

34.7%

20.0%

50.0%

32.7%

7.8%

5.2%

7.2%

2.9%

4.2%

20.0%

3.3%

0.7%

0.5%

0.1%

0.1%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（526） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（306） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（67）

4.取り組む必要がない（31） 無回答（5） 無効回答（1）

58.2%

54.0%

60.0%

50.0%

57.3%

31.6%

38.5%

50.0%

33.0%

6.7%

3.8%

6.0%

3.2%

3.8%

20.0%

3.4%

0.3%

20.0%

0.3%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（536） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（309） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（56）

4.取り組む必要がない（32） 無回答（3）
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問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」の回答について、いずれの層も５～６割程度である。 

 

 
 

 

問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 
 
「積極的に取り組む必要がある」との回答について、いずれの層も５～６割程度である。 

 

 
 

 

 

49.6%

50.2%

60.0%

50.0%

49.8%

36.5%

36.2%

20.0%

50.0%

36.3%

7.5%

8.5%

7.7%

6.1%

4.7%

20.0%

5.9%

0.3%

0.5%

0.3%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（466） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（340） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（72）

4.取り組む必要がない（55） 無回答（3）

59.6%

56.3%

60.0%

50.0%

58.9%

30.4%

33.8%

40.0%

50.0%

31.3%

6.0%

4.2%

5.6%

3.6%

5.2%

4.0%

0.3%

0.5%

0.3%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（551） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（293） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（52）

4.取り組む必要がない（37） 無回答（3）
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問７．「横浜みどりアップ計画［2019-2023］」では、2023 年度まで市民の皆様（個人・法人）にご負担い

ただいている横浜みどり税を財源の一部に活用することで、「緑豊かなまち横浜」を次世代に継承

するため、緑の保全・創出を進めています。 

（法人の場合、法人市民税の年間均等割額に９％相当額を上乗せ） 

「これからの緑の取組」に掲げた緑を保全・創出し、未来に引き継いでいくための施策を実施する

ためには、安定した財源が必要となります。その財源の一部を、横浜みどり税のように、市民が負

担することについて、どう思いますか。 
 

「積極的に負担する必要がある」「どちらかと言えば負担する必要がある」を合わせた回答について、50

億円超では 100.0％だが、「1 千万以下」と「1 千万超～1 億円以下」では７割程度である。 

 

 
 

 

  

21.5%

21.1%

40.0%

21.5%

45.7%

51.2%

20.0%

100.0%

46.9%

18.6%

16.4%

17.9%

13.7%

10.8%

20.0%

13.0%

0.6%

20.0%

0.5%

0.5%

0.1%

1. 1千万円以下（716）

2. 1千万円超～1億円以下（213）

3. 1億円超～10億円以下（5）

4. 10億円超～50億円以下（0）

5. 50億円超（2）

全回答合計（936）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に負担する必要がある（201） 2.どちらかと言えば負担する必要がある（439） 3.どちらかと言えば負担する必要がない（168）

4.負担する必要がない（122） 無回答（5） 無効回答（1）
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５）財源の市民負担とのクロス集計 N=933（財源の市民負担未回答者除く） 

 

問４．取組の柱１「市民とともに次世代につなぐ森を育む」では、緑地保全制度による指定の拡大や市に

よる買取り、良好な森の育成、市民の森の開設など森に関わる多様な機会の創出に取り組みます。

このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、92.0%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 36.1％に減少している。 

 

 

 

問５．取組の柱２「市民が身近に農を感じる場をつくる」では、水田など良好な農景観の保全、農とふれ

あう場づくり、身近に農を感じる地産地消の推進や、市民や企業等と連携した地産地消の展開に取

り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、85.6%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 32.8％に減少している。 

 

 

92.0%

55.8%

35.5%

36.1%

57.3%

8.0%

42.0%

47.3%

23.8%

33.2%

2.3%

16.0%

14.8%

5.9%

1.2%

24.6%

3.4%

0.8%

0.1%

1.積極的に負担する必要

がある（201）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（441）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（169）

4.負担する必要がない

（122）

全回答合計（933）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（535） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（310） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（55）

4.取り組む必要がない（32） 無回答（1）

85.6%

46.9%

26.6%

32.8%

49.7%

11.9%

46.7%

48.5%

23.0%

36.4%

1.0%

5.2%

18.3%

12.3%

7.6%

1.0%

1.1%

5.9%

31.1%

5.9%

0.5%

0.6%

0.8%

0.3%

1.積極的に負担する必要

がある（201）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（441）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（169）

4.負担する必要がない

（122）

全回答合計（933）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（464） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（340） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（71）

4.取り組む必要がない（55） 無回答（3）
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問６．取組の柱３「市民が実感できる緑や花をつくる」では、まちなかでの緑の創出・育成、緑や花あふ

れる地域づくり、子どもを育む空間での緑の創出・育成や、緑や花による魅力・賑わいの創出・育

成に取り組みます。このことについてどう思いますか。 

 

「積極的に負担する必要がある」と回答した層について、93.0%が「積極的に取り組む必要がある」と

回答しているが、「負担する必要がない」と回答した層については 39.3％に減少している。 

 

 

93.0%

57.1%

37.9%

39.3%

59.1%

6.5%

39.0%

48.5%

20.5%

31.3%

0.5%

2.5%

11.8%

16.4%

5.6%

1.1%

1.8%

23.0%

3.9%

0.2%

0.8%

0.2%

1.積極的に負担する必要

がある（201）

2.どちらかと言えば負担

する必要がある（441）

3.どちらかと言えば負担

する必要がない（169）

4.負担する必要がない

（122）

全回答合計（933）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.積極的に取り組む必要がある（551） 2.どちらかと言えば取り組む必要がある（292） 3.どちらかと言えば取り組む必要がない（52）

4.取り組む必要がない（36） 無回答（2）



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 公募型市民意見 
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１．公募型 単純集計：集計総数 N=43 

 

・住所 

 

 

 

 

・年代 
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２．公募型市民意見の分類集計：回答者 39 名 

① これからの緑の取組[2024-2028]（素案） について 

② その他（これまでの成果や「これからの緑の取組」を進めるうえでの財源などについて） 

※お一人で複数のご意見を書かれている場合は、分割して集計しています。 

 

  

件数 割合

01.素案全体に関すること 13 15 .1%

11 .取組を支持するご意見 5 5.8%

12 .理念や目標、計画の枠組みに関するご意見 2 2.3%

13 .取組の進め方、優先順位に関するご意見 2 2.3%

14 .取組の内容に関するご意見 3 3.5%

141.人材の育成・教育に関するご意見 1 1.2%

142.その他のご意見 2 2.3%

15 .素案の表現に関するご意見 1 1.2%

02 .柱1　市民とともに次世代につなぐ森を育む 11 12 .8%

21 .柱1に関するご意見 1 1.2%

22 .樹林地の確実な保全の推進に関するご意見 4 4.7%

221.緑地保全制度による指定の拡大・市による買取りに関するご意見 3 3.5%

222.その他のご意見 1 1.2%

23 .  良好な森を育成する取組の推進に関するご意見 6 7.0%

231.良好な森の育成に関するご意見 2 2.3%

232.森に関わる多様な機会の創出に関するご意見 3 3.5%

233.その他のご意見 1 1.2%

03 .柱2　市民が身近に農を感じる場をつくる 4 4.7%

31 .柱２に関するご意見 0 0.0%

32 .農に親しむ取組の推進に関するご意見 3 3.5%

321.良好な農景観の保全に関するご意見 2 2.3%

322.農とふれあう場づくり 1 1.2%

323.その他のご意見 0 0.0%

33 .地産地消の推進に関するご意見 1 1.2%

331.身近に農を感じる地産地消の推進に関するご意見 1 1.2%

332.市民や企業と連携した地産地消の展開に関するご意見 0 0.0%

333.その他のご意見 0 0.0%

04 .柱3　市民が実感できる緑や花をつくる 16 18 .6%

41 .柱3に関するご意見 0 0.0%

42 .市民が実感できる緑や花をつくり、育む取組の推進に関するご意見 10 11 .6%

421.まちなかでの緑の創出・育成に関するご意見 5 5.8%

422.緑や花があふれる地域づくりに関するご意見 5 5.8%

423.その他のご意見 0 0.0%

43 .緑や花に親しむ取組の推進に関するご意見 6 7.0%

431.子どもを育む空間での緑の創出・育成に関するご意見 2 2.3%

432.緑や花による魅力・賑わいの創出・育成に関するご意見 1 1.2%

433.その他のご意見 3 3.5%

05 .効果的な広報の展開 5 5.8%

06 .これまでの成果に関するご意見 5 5.8%

07 .税、財源に関するご意見 29 33 .7%

71 .税を支持・容認するご意見 6 7.0%

72 .税を支持しないご意見 5 5.8%

73 .負担低減や課税方法の変更を求めるご意見 2 2.3%

74 .財源の検討に関するご意見 5 5.8%

75 .税の使途・情報提供に関するご意見 7 8.1%

76 .その他のご意見 4 4.7%

08 .その他 3 3.5%

総計 86 100 .0%

回答
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３．公募型市民意見一覧 

住所 年代 これからの緑の取組[2024-2028]（素案） について 
その他（これまでの成果や「これからの緑の取組」

を進めるうえでの財源などについて） 

西区 40 歳代 ●素案全体 とても大事な取組です。積極的に進め

てください。  ●41ページの広報について  ・インタ

ーネットで横浜市は、みなとみらいのあたりの海と

ビル、観光を強調しているような気がします。 「これ

からの緑の取組」はとても大事だと思いますので、

市民に広く伝わるように、インターネットなどで広報

しながら進めてほしいです。  ・2 ページにある緑の

10 大拠点の近くに住んでいない市民にも、電車や

バスでどう移動すれば緑が多い場所に行けるの

か、どの季節に行けばどのような風景が見られる

のかをわかりやすく広報してほしいです。 

横浜市は緑の取組以外のイベントや観光に多くお

金を使用しているイメージがあります。イベントや

観光は大事ですが、緑の取組も大事なので、予算

を緑の取組にもまわしてください。 

横浜市外 60 歳代 ・力を合わせて協働でみどりの環境を創っていく時

代において「緑がもつ多様な役割と機能」を「暮ら

し」「ライフスタイル」という観点から的確に表現頂き

ました。 ・「地域」「街」「まち」は、どういう意味で表

現を区別しているのでしょうか？「取り組みの柱３」

では、特に重要な意味を持ちますのでそれぞれの

意図に照らして的確に表現ください。  

・団体が地域緑化計画書に基づいて緑をつくる

「地域緑のまちづくり事業」では、既存の樹林地、

農地、公有地などの緑とつなげる観点が展開しづ

らい。市民意識を高めるためにも、また事業への

参画意欲を高める意味においても行政と市民有

志とで既存の樹林地、農地、公有地などの緑資源

を踏まえた「地域」「まち」でのマスタープラン「緑の

将来像図」を策定できないか。地域ごとの緑の資

源と課題そして方向性を提起することが「協働によ

る緑づくり」の起爆剤になると考える。 

港北区 30 歳代 前回と同じ内容を繰り返しているだけに見える。取

り組みの中身も変わらず土地の購入と補助金しか

ない。東京都の若年被害女性等支援事業のような

不正が行われていないか、情報は全て開示して透

明性を確認できるようにするべき。市民税の 900 円

は高いのでやめ、内部留保の大きい大企業の法人

課税を引き上げて横浜の緑に貢献したい企業だけ

誘致すればいい。 

  

戸塚区 60 歳代     

青葉区 60 歳代 取組の柱２施策１ 事業①（３）農景観を良好に維持

する活動の支援、に関連して、次のような取組がで

きないか、ご検討をお願いします。 農業専用地区

内の道の一部を、散歩しやすい道として整備してい

ただきたい。 背景や効果など 農業専用地区内の

道路は、農業従事者と通り抜けや路駐する自動車

以外は入りにくいところがあり、さらに通行止めにさ

れ荒れているところもみられます。 他方、農業専用

地区でない農地には、周辺環境と共存し、季節の

作物の成長と、住宅地の中の広い空を提供してく

れているところが多数あります。 そのような視点か

ら、農業専用地区内の道路を周辺住民が気軽に散

歩できる道として整備すれば、周辺住民にとって農

地がより身近になり、農景観を良くしていく意欲が

高まると期待できます。 また、本提案は、池辺農業

専用地区周辺をイメージしています。都筑プール等

の共用駐車場付近から東方公園付近までの区間

をぐるっと遠回りでこの「散歩しやすい道」を実現で

きれば、港北ニュータウンのグリーンマトリックスと

有機的に連携させることが可能です。散歩の視点

では、農業専用地区周辺は空が広く、NT 内の遊歩

道にはない魅力があると思います。 以上、ご検討

の程お願いいたします。0 
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港北区 40 歳代 横浜は思ったより山が多くてアパート探しで驚いた

が、ウグイスの声を聞いたことがあり自然の良さを

感じた。近くフェンスに囲まれた森の中に散策路が

あるが鬱蒼としているので暗く、開発してほしいとは

思わないがもう少しきれいにして欲しい。 

放課後に秘密基地作りや、学校の自然授業とか

をしたらおもしろいと思うし、ファミリーキャンプとか

はできると面白いと思う、意外な穴場として。 

都筑区 30 歳代 みどり税を活用して計画して頂きたいことがありま

す。 ぜひ前例を今年度からでも作っていただきた

いです。  それは、 私有地の放置竹林の間伐と景

観保全です。  「農地縁辺部への植栽」  または緑

地保全制度として税金を使用してください。  都筑

区北部、保全農地に指定されている唐戸農園さん

の近所に住んでいます。 敷地内の竹林が、込み

合っており暗く、枯れた竹が歩道に倒れて来ること

があります。農園の野菜は、とても美味しく手間隙

かけてくださっているので、せめて周縁緑地の管理

は税金で協力したいです。お話頂けないでしょう

か。  窓われ理論、壊れたところを放置すると、犯

罪が増えるといっています。  放置竹林は、子ども

と散歩していて危ないなと思ったり、綺麗になれば

京都の嵐山みたいなのに、ともったいなさを感じた

りしています。また、竹を間伐すると地下水が増え

周囲の緑にも良い影響がありますし、ボランティア

をつのって唐戸農園竹林愛護会を結成し、筍管理

もできます。  ぜひ公園だけでなく、私有地の竹林

も近所の住民の公共財になっていることを鑑み、新

しく事業に組み込んでください。 

成果  先の↑ 件に関しては、これから成果を作

って欲しいので、そのためなら税金で協力したい。     

財源の提案  企業に、市内で排出している二酸

化炭素の分をカーボンオフセットのように払って頂

き、市内の植林費用にあてたらどうでしょうか。 

都筑区 30 歳代 横浜市の緑を保全し、増やしていく取り組みは素晴

らしいと思います。地球温暖化対策や生物多様性

につながります。しかし市民へのアピール力が少し

足りない気がします。そこで、2002 年に横浜市の帷

子川にきて、2003 年に特別住民票を交付されたア

ゴヒゲアザラシのタマちゃんを事業のイメージキャラ

クターにして、市民に広く事業を伝えればいかがで

しょうか。タマちゃんは大都会の帷子川で暮らして

いました。大都会の自然に関する事業にぴったりで

すし市内外に親しみを持たれると考えます。 

横浜みどり税は市独自の素晴らしい取り組みです

が、現在物価高の中市民の負担になっていること

は否めません。そこで横浜みどり税はいったん廃

止し、市債を財源にしてはいかがでしょうか。緑は

多世代に繋げるもので、市民が多世代で負担する

市債があっていると思います。 物価高対策として

横浜みどり税を廃止すれば税負担が減り市民生

活がよくなり、かつ市債で子世代孫世代含め緑の

取組を進められると考えます。 

都筑区 60 歳代   IR を実行していれば 9％徴収の必要はなかった。 

青葉区 50 歳代 横浜市の税金投入額は、海岸沿いがメインであり、

全国有数の高額納税者の多い青葉区には高額納

税者の少ない市南部により、税金投入額が少ない

ことは明らかです。青葉区は緑が多く閑静な住宅街

ですが、それを支えているのは各家庭、及び緑税

です。 しかし、民度の高い青葉区民は緑税が無く

とも、植栽を行い街並みを緑豊かにします。 横浜

市は、高額納税者の多い青葉区を蔑ろにし過ぎで

す。ですから、故郷納税者が増えるのです。 このよ

うな、偏った地域へ多額の税金を投入している以

上、緑税は廃止して下さい。 

緑を増やしたいのであれば、緑税を廃止し、住民

税から緑の財源を確保して下さい。 
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鶴見区 50 歳代 緑地保全・樹林地整備で出された枯損木を活用で

きないか。 横浜市内に緑地が存在することを知ら

ない・意識が薄い市民に対して、 枯損木から加工

された木工品に触れる機会を設けること等により、 

緑地・森林に足を向けることなくしてもその存在を実

感して、 森に想いを馳せる機会を創出することが

大切だと思う。  緑地に足を向けることが難しい場

合は、身近な公園や学校内の植樹、 街路樹等を

活用した木工品等にも触れながら地域の樹木に対

する興味関心を 常日頃から醸成していくことも大

切だと思う。  また緑地の乏しい鶴見区の住民に

は、区内を流れる鶴見川の源流である 東京都町

田市の森林や樹木を意識においた交流を行うこと

も加えて、 森林の価値等に気付く機会の創出や源

流地と交流する機会が持てるとよいと思う。  都市

住民である横浜市民が、市内緑地や河川源流の樹

木産地や 樹種の違いを知る学ぶ機会が創出でき

るような木工品に手に触れながら、 森づくりをされ

ている方々とのコミュニケーションが促進・推進され

るような機会が より多く作られていくことを期待して

います。  そのような活用が広まり、森に係る多様

な機会が創出されることで、 横浜みどりアップ計画

の認知度向上が図られ、この活動に対する理解と

共感が 進んでいくことが大切なことであろうと考え

ます。 

  

西区 40 歳代 みなとみらいエリアに、ニューヨークのセントラルパ

ークのような公園に人が訪れる、公園で観光誘致

できるような公園メインの街づくりができないか？治

安が悪くなる恐れもあるが、ビルや建物などの箱物

ばかりで温暖化を促進してるし圧倒的に緑が少な

いかと。 

バーチャルやオンラインが広がる中、コンサートや

ライブは以前より需要があると聞きました。公園を

メインにした観光地で、屋外ライブ会場としても機

能するような公園なら商業的に採算が合うような

ビジネスモデルとなり得ないでしょうか？ 

港南区 50 歳代 1.積極的に取り込む必要がある。 1.積極的に取り込む必要がある。 

西区 40 歳代     

戸塚区 50 歳代     

栄区 50 歳代 良い取り組みだと思います。 崖地対策と継続的な

維持管理の視点は重要かと思います。 

現状として、お金がないと現在の環境は守れない

と理解しています。ただ、市が率先して開発を進め

るのはいかがかと思う。 

栄区 30 歳代   道路脇に緑保護区とされ手入れもされず長年放

置された場所が多く見受けられます。 毎日見る場

所ですので、きれいに整備されていれば税の使い

方を前向きに捉えることが出来ます。 新しい取り

組みも大事ですが、そういった場所の整備も大事

だと感じます。 

西区 70 歳代 生産緑地や農地は今日まで横浜の発展、人口の

増加等により減少の一途でしたが、日本全体の人

口減少が進んできており、横浜市も例にもれず今

後は確実に減少します。緑を削減して新規に開発

する造成の禁止、開発規制の強化、農業促進地域

の拡充、市街化調整区域内の緑地保全や資材置

き場等によるなし崩し的な仕様変更の監視や禁止

を条例などにより縛りを設けることが必須であると

考えます。街中を花などにより飾り付けるのは二の

次でよいのではないか、限りある財源を広くばらまく

のではなく田園都市を構築する、里山のある街づく

りに集中した施策を望みます。 

上記に書きましたが現在の財源の中で行うべきで

す。安易な増税は誰でもできるし今やるべきでは

ない、景気の下落を招くだけ、市は税金を取ること

より自ら稼ぐことを考えるべきである。山下埠頭な

どの安易な展示場や劇場などの開発計画では稼

ぐことが出来ない。横浜市の魅力を生かすため

に、港の活用とインフラの整備、世界を見据え、今

よりより横浜の魅力の発信と企業の移転優遇など

を市長自らが営業すべきである。 

西区 70 歳代     
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南区 40 歳代 「つくる」が多いが、まずは現状維持がきちんとされ

るか否かを検証するべきだと感じる。横浜市は緑の

都市なのか、"横浜市"としての柱は何か。 

博覧会をめどにみどり税は廃止にするべきであろ

う。いつのまにかずっと続いているが、財源は●

のことに周し、また緑については市民税からでよ

いのではないか。 

保土ケ谷

区 

30 歳代 素案の概要の文面とある「緑地保全制度による～

成果があがっている」と記載があるが、まったく実感

がないどころか、宅地造成が各地で行われ、日々

森林破壊が市内各所で起きている。宅地に転用

し、市外からの住民を呼び寄せ、高い市民税を徴

収し、幹部クラスの高い給料や、実跡作りのためだ

けの制度としか思えない。2009 年から 14 年が経過

していますが、里山ガーデン等、そこまで多く改善さ

れていないと思います。(山下公園などは昔からや

っていると思いますので、この計画で名前をあげる

のはおかしいかなと…) 

財源については、バラマキ状態の高齢者への敬

老パスの廃止か、自己負担金を 10 倍位にする。

片親や障害者への支援手当ての見直し、(偽装離

婚やあえて籍を入れていない世帯が多い。福祉乗

車パス等の廃止。)幹部クラスの減給で賄えるの

では?上記の人々は手厚く保護されていますが、

低賃金で、でもまじめに働いているのに恩恵をあ

まり受けれていない若者が多数います。浮いた税

金で新たな人材教育、そして林業や造園業など、

緑にまつわる雇用促進、そして農地や森林の保

護・保全、新たな植林活動に役立てて下さい。そし

て緑豊かな街にして下さい!このままでは、汚ない

街、そしてモラルの低下が止まらない街になってし

まいます! 

泉区 70 歳代 これまでの実績と成果が出ていますので、継続して

いただきたい。地産地消。食糧確保など心配な事で

す。 

みどり税を活用を継続して欲しい 

泉区 40 歳代 人が生活する上で緑は不可欠なものだと思いま

す。ただ緑を増やすだけでなく、質の高い緑の維持

が必要だと思います。 

質の高い緑の維持に必要なコストを税金として負

担することに何も抵抗はありません。むしろわかり

やすく 1000 円くらいでも良いのでは? 

泉区 30 歳代 良いと思う。 イベントや体験についての情報を得ようとしなけれ

ば得られず、自ら調べる必要があるので、もっと駅

などにポスターを掲示したり、小学校等で配布した

りして欲しい。 

横浜市 60 歳代 みどり税は直ちに廃止し今までの徴収分は市民税

の減額で返済する事 

緑税は直ちに廃止しこれまでの徴収分は今後の

市民税の減額で返済の事。 

横浜市外 40 歳代 ぼくはどちらかと言えば横浜市の緑地の方がとても

好きなので夏場でも安心して散察できるところにし

て欲しい!(特に榎が丘公園の方ではすずめ蜂が生

息しているらしいので危ない!) 

他のところと比べると横浜市の方がきちんと分か

り易く整備されているらしいのでこれからも愛され

る緑化づくりを! 
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南区 60 歳代 取組の柱 1、市民とともに次世代につなぐ森を育む

にプラスして：山下ふ頭の再開発における事業者提

案の中に緑を中心とした提案(緑 28 万㎡)がありま

す。マリンタワーから見ると、山手からフランス山に

かけて、緑の帯となっていて、この提案が実現する

と臨海部に新たな「緑の拠点」ができる!と期待して

います。 

創生：☆市民に一口一万円などから募集して、こ

の市民トラスト緑基金で、緑地を増やしていく。☆

基金で借り上げたり、買った土地には、市民が育

てた苗を植える。記念樹ではないので、育てた苗

と植えるところを記念撮影する。☆てはじめに、山

下埠頭の再開発地において、市民トラストを募集

し、山下埠頭に雑木林をつくる。5 年サイクルで伐

採し、同じく山下埠頭に建造した木質バイオマス

発電所に供与。機械で伐採し、片側半分を遊歩

道、もう半分に植栽をする。すると、自分が植えた

木が大きくなり、二酸化炭素削減に寄与し、やが

て資源となるところをみることができる。広報：☆同

じく山下埠頭に生物多様性資料館をつくり、緑アッ

プの広報をする。市内で活動する森づくりグルー

プの活動場所や活動のようすの広報。クイーンズ

スクエアで開かれた「緑の楽校」のようなスタンス

で、緑に関心がある人ばかりでなく、市民の森など

に行ったことがないような人にも「みどり UP」に関

心をもってもらえるようにする。さらに森作りボラン

ティアや観察会の応募を受け付ける。雑木林に植

える苗を育てて植えてくれた人の写真を展示し、

やりがいをうみだすとともに、市民の活動を広げる

一助とする。市内の絶滅危惧種の保存の研究、展

示。有害生物や外来種の駆除の研究、展示など

も。☆同じく山下埠頭に産直センターをつくり、例

えば九州と横浜の農産物を直販する。横浜の

「農」の広報コーナーもつくる。 

緑区 80 歳代～ 北八朔公園について、風致公園としての位置づけ

を明確にし、「市民の森・ふれあいの樹林」と同列な

予算配分・支援(ガイドマップ作成など)を提供してほ

しい。 

みどり税の使途「3.維持管理の充実によるみどり

の質の向上」の中で、外来種対策の強化が望ま

れる。(特に、オオブタクサ、セイタカアワダチソウ、

アレチヌスビトハギ) 

中区 60 歳代 緑をもっと増やして欲しいです。美しい街路樹を特

に望みます 

みどり税を博覧会開催の財源として使って欲しい

です 

金沢区 30 歳代 子供が安心して遊べる緑が多い公園をもっと作って

ほしい 

  

港南区 70 歳代 港南区では森とか水田は残り少なく改善する最後

のチャンスかと思われる。森が荒れる事により、農

が害をうけている状況。 

教育機関*の一部として保全してはどうか?*福祉

施設というアイデアもある。 

金沢区 60 歳代 国際園芸博覧会の開催に向けた積極的な取組を

お願いしたいです。 

横浜みどり税を使った成果のアピールが足りない

ように感じます。 

南区 60 歳代 都心部など緑の少ない地域で緑が増えるようにお

願いします 

美しい街路樹が育成できるように十分な管理をお

願いします 

南区 60 歳代 樹林地の保全を積極的に進めると伴に森の育成に

も力を注いでいただきたい。 

これまで緑税で計画が順調に進んできたので引き

続きみどり税には賛成です。 

鶴見区 ～20 歳代 市内産の花き類の生産が増え、市民が安く購入で

きると良い。緑化のため園芸用土、植木ばちを安く

購入できるといい。都心部では緑化が大事。 

街路樹へ予算を使いすぎないでほしい。みどりア

ップ葉っぴーは最近見慣れてきていいキャラにな

ったと思う。1000 円/年になってもいい。(みどり税) 

西区 ～20 歳代 これまで保全した樹林地が市民の森のように市民

利用できるようになるならとても良いと思います。柵

で囲われた樹林地なら存在感がうすいと思います。 

ガーデンネックレスの継続的な開催はみどり税が

あったからこそと考えています。都心部に住む人

間として高質な緑化はありがたいです。量よりも質

にこだわり事業を進めてほしい。900 円は安い。 

中区 ～20 歳代 都心部での農とのふれあいはあまり多くする必要

なないと思う。農園付公園が都心部にあるより、花

や手入れされた芝生の方がいいです。公園愛護会

への支援をみどり税で充実すべきと思う。 

樹林地を保全するのは素晴らしいが、土地を買い

すぎだと思う。買わなくて済む手法を考えてほし

い。農園付公園の利用料は安すぎるのではと感じ

てます。都心部でできたら 5000 円/年とかなら人

気出すぎなのではないか。 
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南区 ～20 歳代 樹林地では森づくりをしっかり行い、カブト虫やクワ

ガタがとれるような里山をつくってほしい。スギやヒ

ノキの伐採、広葉樹の植林をしてほしい。街路樹の

せん定や伐採がひどい状況と思う。公園の緑をさら

に充実させた方が良い。 

市民の森を増やせたことはとても良かったと思う。

港の見える丘や山下公園のバラ園は見事。森の

何ヘクタールの保全といっても実感がわかない。

身近な公園や街路樹、家の園芸で花が安く手に

入るなど、実感できるものが多くあれば良い。 

西区 ～20 歳代 高校生、大学生ともっとコラボして、横浜のみどりを

良くする働き手となってほしい。関わる市民が高齢

者ばかりにならないよう、次世代への関わりを強化

すべき。土地を買うより人に投資を。 

年 900 円でこの成果はすばらしい。土木事務所の

街路樹管理はもっと志を高く持ち、木を育ててほし

い。東京 2020 のマラソンコースのように路線を決

めて樹形をつくるとか。 

中区 ～20 歳代 都心部での農とのふれあいは耕作ではなく、市内

産の農畜産物を消費(食べる)ことだと思う。サラリ

ーマン、学生に安く朝食を提供し、健康に一役かっ

てほしい。都心部には農園でなく花がいい。 

園芸博会場整備にはみどり税を投入しないでほし

い。高校生、大学生の参加を増やせる取組を充実

してほしい。企業の税率はもう少し高くてもいいの

では、観光客からもお金をとれるしくみをつくれな

いか。 

南区 ～20 歳代 樹林地指定目標は面積でなくてもいいと思う。市民

の森なら閉鎖型の 3 倍の価値がある。樹林地を買

収しないで済む手法の検討を望みます。地上権設

定とか。 

緑は将来にわたって財産になるのだから市債を発

行し、未来の市民にもご負担いただきたい。みどり

税は、他の市の歳出に比べて分かりやすく、良心

的。みどり税 1200 円/年でもいいです。 

港北区 50 歳代 取組の柱 1～3 のつながり=横の連携が感じられま

せん。広報でそれぞれ発表するだけではなく、活動

の中でもつながりを 

  

港北区 60 歳代 当取組を、自然災害における 2 次災害防止の観点

からもとらえて欲しい。また、市民が緑や農業に親

しむ目的に、食の安全保障も加えて欲しい。 

横浜みどり税の徴収状況や使用内容について、

市のホームページなどで公開されているのでしょう

か?徴収されていることも知りませんでした。 
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